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変 更 内 容

条文比較表（抜粋）

い、公共工事に関し、前金払を受けた請負者
（以下本則において「保証契約者」という。）
がその債務の履行を拒否し、若しくはその責に
帰すべき事由により保証証書記載の公共工事の
債務を履行しないために、発注者（以下本則に
おいて「被保証者」という。）がその公共工事
の請負契約を解除したとき、又は次の各号に掲
げる者により当該公共工事の請負契約が解除さ
れ、保証契約者がその債務の履行を拒否し、若
しくは履行することが不能となつたときは、被
保証者に対して前金払をした額（出来形払をし
たときは、その金額を加えた額）から当該公共
工事の既済部分に対する代価に相当する額を控
除した残額（前金払をした額に出来形払をした
額を加えた場合においては、前金払をした額を
限度とする。以下「保証金」という。）を保証
契約者に代わつて支払うものとする。
一 保証契約者について破産手続開始の決定が

あつた場合おいて破産法（平成16年法律第75
号）の規定により選任された破産管財人

二 保証契約者について更生手続開始の決定が
あつた場合において会社更生法（平成14年法
律第154号）の規定により選任された管財人

三 保証契約者について再生手続開始の決定が
あつた場合において民事再生法（平成11年法
律第225号）の規定により選任された再生債務
者等

い、公共工事に関し、前金払を受けた請負者
（以下本則において「保証契約者」という。）
がその責に帰すべき事由により保証証書記載の
公共工事の債務を履行しないために、発注者
（以下本則において「被保証者」という。）が
その公共工事の請負契約を解除したときに、被
保証者に対して前金払をした額（出来形払をし
たときは、その金額を加えた額）から当該公共
工事の既済部分に対する代価に相当する額を控
除した残額（前金払をした額に出来形払をした
額を加えた場合においては、前金払をした額を
限度とする。以下「保証金」という。）を保証
契約者に代つて支払うものとする。

に従い、公共工事の請負者（以下この特約条項
において「保証契約者」という。）が公共工事
の請負契約に係る契約の保証を円滑に付するた
め必要があり、保証契約者との間で当該請負契
約に係る契約保証金の納付に代わる担保として
の保証を行う特約（以下この特約条項において
「契約保証特約」という。）を付した保証契約
を締結した場合においては、発注者（以下この
特約条項において「被保証者」という。）が本
則第１条の請負契約の解除をしたとき、又は本
則第１条各号に掲げる者により当該公共工事の
請負契約が解除され、保証契約者がその債務の
履行を拒否し、若しくはその債務について履行
することが不能となつたときは、契約保証特約
に係る保証証書に記載された保証金額を限度と
して、当該請負契約の債務の不履行により生ず
る損害金に相当する金額（以下この特約条項に
おいて「特約保証金」という。）を、保証契約
者に代わつて被保証者に対して支払うものとす
る。

に従い、公共工事の請負者（以下この特約条項
において「保証契約者」という。）が公共工事
の請負契約に係る契約の保証を円滑に付するた
め必要があり、保証契約者との間で当該請負契
約に係る契約保証金の納付に代わる担保として
の保証を行う特約（以下この特約条項において
「契約保証特約」という。）を付した保証契約
を締結した場合においては、発注者（以下この
特約条項において「被保証者」という。）が本
則第１条の請負契約の解除をしたときは、契約
保証特約に係る保証証書に記載された保証金額
を限度として、当該請負契約の債務の不履行に
より生ずる損害金に相当する金額（以下この特
約条項において「特約保証金」という。）を、
保証契約者に代わつて被保証者に対して支払う
ものとする。

以 上

特則の２
公共工事契約保証に関する特約条項
（この特約条項により保証する債務）
第１条 当会社は、この特約条項の定めるところ

特則の２
公共工事契約保証に関する特約条項
（この特約条項により保証する債務）
第１条 当会社は、この特約条項の定めるところ

前払金保証約款 一部変更のお知らせ

国土交通省等の公共工事にかかる請負契約書の改正に伴い、

平成２８年１２月１２日付で、前払金保証約款の一部を変更し

ました。

なお、お客様の手続に変更はございません。

会社が弁済できることを明確にしました。

請負契約が、破産法等に基づき解除された場合にも、保証

※ 追加部分を赤字で表示しています。

変 更 後 変 更 前

（当会社の保証する債務）
第１条 当会社は、この約款の定めるところに従

（当会社の保証する債務）
第１条 当会社は、この約款の定めるところに従


